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公衆衛生看護活動のツールとして，PDCA（Plan

（計画），Do（実施・実行），Check（点検・評価），
Act（処置・改善））の展開図を公衆衛生看護活動
論，公衆衛生看護学実習に導入し，記録様式として
活用しているA大学において，公衆衛生看護学実習
による学習効果と課題を明らかにすることを目的と
した．公衆衛生看護学実習を履修したA大学４年次
の学生161名を対象に，2018年５月～７月，2019年
５月～７月に無記名自記式調査を実施した．調査項
目は，基本属性，保健師活動への印象，公衆衛生看
護学実習に対する学習意欲，学習目標で構成した．
139を有効回答とし，基本統計量算出，ｔ検定を実
施し，自由記載は質的記述的に分析した．学習目標
毎に４点：指導の下で実施できる，５点：自立して
できると回答した割合を学習到達度とした．実習前
の学習目標53項目を合計した学習到達得点から，実
習前高得点群，低得点群とした．長期的に保健師就
職を希望する者が約3/4を占め，卒後は臨床看護で
経験を積み，その後に保健師就職を検討するキャリ
アの選択肢が示唆された．また保健師希望の有無に
関わらず，公衆衛生看護学実習に対する学習意欲は
概ねポジティブであった．「公衆衛生看護学実習で
学んだことは今後の看護実践に役立つ」の分析結果，
「対象者の生活を考えられる」「地域との連携を学ぶ」
「地域を知る」「保健師の技を学ぶ」の４カテゴリが

生成された．
学習目標53項目は，実習後に全ての項目で有意に
上昇した．53項目の学習到達度の平均は９割を超え
た．「地域の健康課題と結び付けて，保健師活動の
PDCAサイクルを展開図に記入する」の学習到達度
は98％を超え，実習中のPDCAサイクルの思考の繰
り返しに依拠する効果と考えられた．実習前の低得
点群は，実習後には高得点群と同程度まで点数が上
昇し，本実習プログラムは，低得点者も高得点者と
同様に教育効果を上げることが示された．学習到達
度の低い項目では，実践と概念の意味づけ，保健師
の行う実践研究に大学教員が関わり推進させること
が今後の課題である．

Ⅰ．緒　言

近年，我が国におけるヘルスニーズが複雑多様化
する中，保健師活動に対する社会の期待は大きく，
健康課題に的確に対応できる保健師の人材育成が必
要とされている．2003年「医療提供体制の改革ビジ
ョン」１）において，看護基礎教育の充実が指摘され，
2009年度に看護基礎教育のカリキュラムが改正され
た．2010年の保健師助産師看護師法改正に伴い，保
健師助産師看護師学校養成所指定規則において，保
健師教育課程の単位数が23単位から28単位となっ
た．保健師の中核科目である地域看護学が公衆衛生
看護学に変更され，保健師の対象が社会集団である
ことがより明確になり，保健師は個別支援を行いな
がら，同時に集団や地域を捉える視点を持つこと，
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個別で把握した健康課題を施策化し，地域づくりに
発展させるという責務が明示された．
公衆衛生看護学は一般的に保健師教育と認識され

ている．2008年には「保健師教育機関卒業時におけ
る技術項目と到達度」２）が発表され，保健師基礎教
育における技術教育の評価３）を測定する指標として
活用されている．2011年，大学における看護系人材
養成のあり方に関する検討会では最終報告におい
て，「保健師教育は，各大学が自身の教育理念や目
標に基づき，学士過程を看護師教育のみとするか，
保健師教育を含める教育課程とするか，あるいは希
望する学生が保健師教育を選択できる教育課程とす
るかは，各大学が自身の教育理念・目標や社会のニ
ーズに基づき，選択できるものとする」と述べられ
ている４）．保健師教育は現在，大学における看護師
と保健師を統合した教育，及び保健師選択制，保健
師教育のみの１年制の短期大学や専門学校，大学院
修士課程などの教育課程を有している５）．
保健師活動は多様であるため，学生が臨地実習に
おいて学んだことを統合し，意味付けるためには，
教育方法を改善し実習前後の講義・演習を強化する
必要がある６）．保健師養成所を対象にした全国調査

７）において，保健師に求められる実践能力と卒業時
の到達目標に対して到達していた学生の割合は，
「B．地域の顕在的，潜在的健康課題を見出す」「C．
地域の健康課題に対する支援を計画・立案する」な
ど，PDCAサイクルに相当する項目で30％に満たな
いという実態が指摘されている．厚生労働省「看護
基礎教育検討会」８）では，保健師基礎教育において，
対象者個別の問題を地域社会（集団）の課題として
捉え直し，予防的に介入し支援する能力の強化の必
要性が論じられている．看護基礎教育の実践におい
ては，実習において，家庭訪問や保健事業参加など，
通常保健師が行う活動を地区診断と結びつくような
実習プログラムを組み込むなどの工夫が重ねられて
いる９）．

A大学においては，PDCAの展開図10）をツールと
して，公衆衛生看護活動論，公衆衛生看護学実習に
導入し，演習・実習記録様式として活用している．
「PDCAの展開図」とは，「個」から「地域」へ連動
した活動を実態把握，地域診断，活動計画，実践，
評価のPDCAサイクルとして示したものである．
公衆衛生看護学実習による学習効果と課題を明ら

かにすることにより，A大学における公衆衛生看護
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表１　A大学における公衆衛生看護学実習の実習目標

A大学における公衆衛生看護学実習の実習目的および実習目標を示している．



学実習，関連科目の講義及び演習における効果的な
教育方法の示唆を得ることが出来ると考えた．そこ
で本研究では，公衆衛生看護学実習による学習効果
と課題を明らかにすることを目的とした．研究の意
義として，実習指導者へ実習の成果を可視化してフ
ィードバックすることができ，実習の場である地域
と大学が，教育の質の向上に向けて相互に補完し合
う連携への示唆が得られると考えた．

Ⅱ．方　法

１．公衆衛生看護学実習の概要
A大学の公衆衛生看護学実習は４年次前期に実施

する．学生は２～６名のグループに分かれ，A県内
７保健所および16～17の市町村保健センター，地域
包括支援センターで実習を行う．
実習目的は，「あらゆる健康レベルにある地域住

民の健康づくりとQOLの向上をめざし，地域住民
の組織的な努力や関係者・機関との協働を通して，
健康課題を解決・改善するために展開される公衆衛
生看護学活動について考察する」としている（表１）．
実習目的に即した５つの実習目標のうち「１．公衆
衛生看護活動を保健師活動の実際から理解できる」
の下位目標に「１）保健師活動のPDCAサイクルが
理解できる」ことを挙げている．
学生は実習期間中，その日に参加した事業から一
つテーマを選択し，事業に参加していた住民の実態，
保健師および多職種の実践，地域診断などをグルー
プでディスカッションしながら，PDCAの展開図に
記入する．個別事例から地域の健康課題とその解決
のための活動を関連付ける思考を実習期間，毎日繰
り返す．また展開図の作成中では適宜，指導保健師
より，問題発見の経緯や学生が見た事例，学生が捉
えた地域の健康課題に関して助言を受けることで
PDCAサイクルの客観性を確保し，地域への広がり
を確認できるように工夫している．最終的に実習レ
ポートとして，完成した保健師活動の展開図４つ以
上の提出を求めている．
２．調査方法と対象者

2018年～2019年に公衆衛生看護学実習を履修した
A大学４年次の学生161名を対象に，2018年５月～
７月，2019年５月～７月に無記名自記式調査を実施
した．

３．調査項目
調査項目は，基本属性，保健師活動への印象，公

衆衛生看護学実習に対する学習意欲，学習目標で構
成した．
１）基本属性
数年後の保健師就職希望，長期的な保健師就職希

望，保健師就職を希望する領域と保健師就職を希望
したタイミング，卒業直後の臨床看護の経験希望，
これまでの保健師との接点の有無で構成した．
２）保健師活動への印象
保健師活動はイメージしにくいと思う，保健師活

動に魅力を感じる，保健師はやりがいのある仕事だ
と思う，保健師活動を最もイメージできる時期の４
項目とした．
３）公衆衛生看護学実習に対する学習意欲
長谷川11）が述べた「楽しみ」「目標」「有用性」

「ポジティブな体験」「外的要素」「期待」「努力」
「学習の手助け」等の学習モチベーションに影響す
る11要素を参考に，９項目を作成した．９項目中，
「３．実習で学んだことが今後の看護実践で役立つ」
の項目では，具体的な内容を自由記載で尋ねた．項
目作成のプロセスでは，公衆衛生看護学領域の専門
家と検討を重ね，内容的妥当性の確保に努めた．
４）公衆衛生看護学実習の学習目標
「保健師の役割と機能」「保健師に求められる実

践能力」６）から作成された「保健師教育の技術項目
と卒業時の到達度」３）を参考に，A大学実習担当者
で検討し，「公衆衛生活動の展開プロセス」「保健所
と市町村の役割と機能」「保健事業や疾病対策の実
際」「公衆衛生活動」「看護学の各分野の理論の統合
と公衆衛生学の実践」の５つを構成要素とする53項
目で構成した．学習目標に対し，１点：できない，
２点：知識としてわかる，３点：学内演習で実施で
きる，４点：指導の下で実施できる，５点：自立し
てできる，の５件法で回答を求めた．
４．分析方法
項目毎に記述統計を算出した．「公衆衛生看護学

実習で学んだことは今後の看護実践に役立つ」の自
由記載については，質的記述的に分析した．次に，
学習目標53項目を実習前後で比較するため，対応の
あるｔ検定を行った．実習前後の学習目標53項目を
合計した学習到達得点として算出し，平均値をカッ
トオフ値とした２群に分け，実習前高得点群，低得
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点群とした．実習前高得点群，低得点群で実習後得
点との差をｔ検定，保健師就職希望の有無と実習後
得点の差についてはMann‑Whitney’s U検定を実施
した．
また学習目標毎に，４点：指導の下で実施できる，
と５点：自立してできると回答した割合を算出し，
学習到達度とした．学習到達度が８割未満の項目に
ついては，到達目標を高めるための教育方法につい
て研究者間で検討した．分析にはSPSS ver.24.0for

Windowsを用いた．
５．倫理的配慮
研究対象者に対し実習終了後に，調査は無記名で
あること，自由意志による参加であり，研究への参
加あるいは辞退が学生の成績に影響しないこと，研
究成果の公表について，書面および口頭で説明した．
調査紙の提出により，研究に同意したと判断した．
本研究は山口大学大学院医学系研究科保健学専攻医
学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施した（管
理番号506）．

Ⅲ．結　果

１．対象者の概要（表２）
161部配布し，回収した139を有効回答とした（回

収率86.3％）．卒後数年以内に保健師として就職し
たい者は20.1％であるが，いつか機会があったら保
健師になりたいと思う者は７割を超えた．数年以内

または長期的に保健師就職を希望する者のうち，希
望する就職の領域は多い順に，行政/自治体，産業/

事業所，学校，医療機関であった．保健師の就職を
意識した時期は，実習後が55.4％と最も高く，次い
で３年次で15.1％であった．11.5％の者は入学時に
保健師就職を意識していた．保健師との接点につい
ては，全くなかった者が５割を超え，あまりなかっ
た者と合わせると約８割であった．
２．保健師活動への印象と公衆衛生看護学実習に対
する学習意欲
保健師の活動をイメージしにくいと回答した者

は，「非常にそう思う」と「まあそう思う」を合わ
せて，64.7％であった．保健師を最もイメージでき
る時期は，実習３週目が59.0％と最も多く，次いで
２週目27.3％，１週目12.2％であった．事前学習で
イメージできていた者は1.4％にとどまった．保健
師活動に魅力を感じるについては，「まあそう思う」
が56.1％，次いで「非常にそう思う」が32.4％であ
った．保健師はやりがいのある仕事だと思うについ
ては，「まあそう思う」が48.6％，次いで「非常に
そう思う」が44.2％であった（表３）．
公衆衛生看護学実習に対する学習意欲を表４に示

した．実習期間の充足感を除いた８項目において，
「非常にそう思う」「まあそう思う」を合わせると，
83.5％～97.8％を占めた．また，「公衆衛生看護学実
習で学んだことは今後の看護実践に役立つ」の自由
記載52の記述から，「対象者の生活を考えられる」
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表２　基本属性

対象者の基本属性として，数年後の保健師就職希望，長期的な保健師就職希望，保健師就職を希望する領域と保健師就職を
希望したタイミング，卒業直後の臨床看護の経験希望，これまでの保健師との接点の有無を示した．



「地域との連携を学ぶ」「地域を知る」「保健師の思
考・能力」の４カテゴリが生成された（表５）．
３．学習目標項目の到達状況（表６）
学習目標53項目は実習後に全ての項目で有意に上
昇した．実習前の高得点群，低得点群における実習
後の差は認めなかった．53項目毎においても有意差
は認められず，実習前の低得点群は，実習後には高
得点群と同程度まで点数が上昇した．また，保健師
就職希望と学習目標の差についても数年以内，長期
的な希望ともに認めなかった（表７）．

53項目の学習到達度は平均91.58±0.06％であっ

た．項目別では，学習到達度が95％を超えていた項
目は，高い順に「⑥地域の健康課題と結び付けて，
保健師活動のPDCAサイクルを展開図に記入する」
98.5％，「②参加した各保健事業及び保健活動の実
施内容について説明する」98.5％，「③参加した各
保健事業及び保健活動の目的・目標をふまえて，評
価の視点を説明する」98.5％，「２）①地域組織・
グループ活動の中で住民の主体性を引き出す保健師
の関わりや支援について説明する」97.8％，「④家
庭訪問のための交通手段や訪問時間の設定，服装の
選択をする」97.1％，「②家庭訪問の目的を説明す
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表３　保健師活動への印象

保健師活動はイメージしにくいか，保健師活動を最もイメージできる時期，保健師活動に魅力を感じる，保健師はやりがい
のある仕事であるについて尋ねた結果を示した．

表４　公衆衛生看護学実習に対する学習意欲

公衆衛生看護学実習に対する学習意欲９項目の結果を表した．



る」97.1％，「１）①参加した地域組織・グループ
活動の目的を説明する」96.3％，「２）①地域組
織・グループ活動の中で住民の主体性を引き出す保
健師の関わりや支援について説明する」97.8％の８
項目であった．
学習到達度が８割未満の項目は「⑤参加した各保
健事業及び保健活動を通じて，ソーシャルキャピタ
ルの醸成やその核となる人材の育成について説明す
る」71.32％，「保健師が行う看護研究の実際を理解
する」64.71％，「公衆衛生看護学の発展や保健師活
動の質の向上を目的として，看護研究と保健師活動
のつながりを説明する」76.47％の３項目であった．

Ⅳ．考　察

１．学生の保健師就職展望と公衆衛生看護学実習に
対する学習意欲
数年以内に保健師就職を希望する者は２割であ

り，鈴木ら12）が示した東京都特別区における調査結
果23.5％と同程度であった．数年以内または長期的

に保健師就職を検討している者のうち，希望領域と
しては行政/自治体が６割を占めたが，これは自治
体で実習している本学の実習体制の影響が大きいも
のと思われる．保健師の活動基盤に関する基礎調査
13）によると，保健師の81.2％は行政が活動領域であ
るが，産業領域，教育領域，医療領域も数％占めて
いる．学生は，保健師の多様な活動の場から就職先
として検討していることが推察される．
また，長期的に保健師就職を希望する者が約3/4

を占める実態については，卒後は臨床看護で経験を
積み，その後に保健師就職を検討している実態が示
された．学生の長期的な職業選択を踏まえたキャリ
ア教育が必要ではないかと思われた．
先行研究において，大学によっては保健師を希望

しない学生が多く，学習意欲や取り組みにばらつき
がある14）ことが指摘されているが，本研究において，
保健師就職希望者と非希望者で学習到達得点は同程
度で差を認めず，両者とも公衆衛生看護学実習に対
する学習意欲については概ねポジティブであった．
その背景には，学生は実習で「対象者の生活を考え
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表５　今後の看護実践に役立つ公衆衛生看護学実習での学び

「実習で学んだことが今後の看護実践で役立つ」の項目に記載された記述から抽出されたコード，カテゴリを，今後の看護
実践に役立つ公衆衛生看護学実習での学びとして示した．
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表６　実習後の学習到達得点と学習到達度

実習後における学習到達得点の，実習前の低得点，高得点の差を示した．また，全体のうち「４点：指導の下で実施できる，
５点：自立してできる」と回答した割合を到達度として示した．



られる」「地域との連携を学ぶ」「地域を知る」こと
が出来，患者の退院後の地域生活に目を向けた看護
実践が具体化されたことが示唆される．また，幅広
い対象に関わる「保健師の思考・能力」は，病院で
の看護実践においても必要であるという認識を獲得
したことが推察される．
２．学習目標項目到達状況からみた学習効果
学習到達目標については平均が９割を超えてお

り，到達状況として概ね充足していることが示され
た．特に，保健師がPDCAサイクルを回すことにつ
いては，現任の中堅期保健師においても課題と指摘
されている15）．また，保健師を対象にしたインタビ
ュー調査16）より，大学で教授してほしい内容として，
個から地域へつなげる地域診断により具体化した地
域の特徴を踏まえて個別支援につなげる思考過程の
経験が挙げられている．本学においては，「地域の
健康課題と結び付けて，保健師活動のPDCAサイク
ルを展開図に記入する」の学習到達度が98％を超え
ており，個から地域へつなげる思考力の獲得に関し
ては一定の成果が得られていることが明確になっ
た．実習では，保健事業への参加や家庭訪問など保
健師の日常業務からテーマを一つ選定し，個別事例
を地域の健康課題へ広げて考えるカンファレンスを
毎日実施している．さらに，週１回の学内実習にお
いて，実習施設のメンバーと異なるメンバーでグル
ープを構成し，その週に体験したことを共有した上
で新たなPDCAサイクルを考えている．それに対し
て，学生と教員でディスカッションをしながら，
PDCAサイクルを深めている．実習中少なくとも，
グループで12回，PDCAサイクルを作成する機会が
あり，個別の記録提出においては最低４つの展開図
の提出を求めている．この思考の繰り返しが学生の
学習到達度を高めていることが示唆される．
また実習前低得点群は，実習後には実習前高得点
群とほぼ同等まで，学習到達得点が上昇することが

明らかとなった．A大学の実習においては，毎日の
カンファレンスで学生の学びを共有する機会を持っ
ており，学生個人の体験をグループへ波及させてい
ることが示唆された．PDCAサイクルを展開する過
程において，実習指導者の助言から，保健師活動技
術を学習することが出来，学習目標の到達度を引き
上げていると考えられた．
３．今後の課題
公衆衛生看護学実習の学習目標53項目において，

学習到達度が８割に満たない項目においては，到達
目標を高めるために以下の方策が必要である．まず，
「⑤参加した各保健事業及び保健活動を通じて，ソ
ーシャルキャピタルの醸成やその核となる人材の育
成について説明する」については，ソーシャルキャ
ピタルという言葉を保健師が日常的に用いていない
ことが推測される．厚生労働省が示した「保健師教
育の技術項目の卒業時の到達度」においてもソーシ
ャルキャピタルの概念は使用されず，「地域の人々
の持つ力（健康課題に気づき，解決・改善，健康増
進する能力）を見出す」「地域の人々の力を引きだ
すよう支援する」という技術として挙げられている
３）．ただし本研究において，「①参加した地域組
織・グループ活動の目的を説明する．」「２）①地域
組織・グループ活動の中で住民の主体性を引き出す
保健師の関わりや支援について説明する」において
学習到達度が96％を超えていることから，実習にお
いて，住民の力を引き出す場面を住民組織や団体と
の関わりから，ほぼ全員の学生が学んでいることが
示された．したがって教員はそのような場面におい
て，チャンスを見逃さないようにタイミングをはか
り，概念を用いて意味づけして，理論と実践の統合
を導くために教育的な補完をすることが求められる．
また学習到達度が最も低かった「保健師が行う看

護研究の実際を理解する」の到達度を上げるための
方策としては，まず教員が，保健師が行っている研
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表７　保健師就職希望と実習後の学習到達得点

保健師就職希望の有無と実習後の学習到達得点の差の検定結果を示した．



究実施の状況や研究遂行における課題を把握する必
要があると考える．保健師が実践研究を行う意義と
して井上ら17）は，保健師の実践能力として高い段階，
新しい知識技術を見出し専門能力向上へつながると
述べている．ただし，実践研究を行うには，大学な
ど教育機関との連携に基づく研究実施の体制づくり
の必要性も指摘されるなど，研究を実践するために
は，組織全体で取り組むなどの工夫が必要であると
思われる．したがって今後さらに，保健師の行う実
践研究に大学教員が関わることで，研究の推進に留
まらず，大学教育の質を高める取り組みへ発展でき
る可能性が考えられた．

Ⅴ．結　論

A大学の公衆衛生看護学実習において，学習到達
得点が98％を超えたのは「参加した各保健事業及び
保健活動の目的・目標をふまえて，評価の視点を説
明する」「参加した各保健事業及び保健活動の実施
内容について説明する」「地域の健康課題と結び付
けて，保健師活動のPDCAサイクルを展開図に記入
する」であった．本実習プログラムにおいて，個か
ら地域へつなげる思考力獲得に関しては一定の学習
効果が示された．また実習前に学習到達得点で低得
点を呈した者も高得点者と同様に教育効果を上げる
プログラムであることが示唆された．学習到達得点
が８割未満であったのは「保健師が行う看護研究の
実際を理解する」「参加した各保健事業及び保健活
動を通じて，ソーシャルキャピタルの醸成やその核
となる人材の育成について説明する」「公衆衛生看
護学の発展や保健師活動の質の向上を目的として，
看護研究と保健師活動のつながりを説明する」であ
った．今後の課題として，実践と概念の意味づけ，
保健師の行う実践研究に大学教員が関わる取り組み
が必要であると考えられた．
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The study purpose is to clarify effects of public

health nursing practice and issues related to

them in University A that employs PDCA

development diagrams for public health nursing

activity. Anonymous self‑administered surveys

were performed for 161 fourth grader students

from 2018 to 2019 and 139 valid answers were

obtained. Four and five points for each goal were

defined as learning achievement degrees. High

and low score groups before practice were

determined from the total learning achievement

scores of 53 goal items. Three‑quarters of them

wished to be community health nurses. Their

learning motivation for practice was almost

positive. Learning targets of the items

significantly increased after practice. Learning

achievement degrees exceeded 90%. The learning

achievement degrees of“Relate community

health nurse activities to local health problems

and draw PDCA cycles in development

diagrams” exceeded 98%, suggesting they

depended on repetition of the thought of PDCA

cycles. Scores of the low score group rose to the

level of the high score group after practice. This

practice program brought achievement to both

low and high scorers. Teachers need to be

involved with health nurses’studies to promote

them while giving meaning to the practice and

concept and promoting cooperation with facilities.
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